
目標 2 基本 1 分野 2

4

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

178

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（任意）

4.0

実績 4.0 4.0

主体 直営 対象・受益者 教員

179

茨城県県西教育事務所派遣指導主事が計画訪問、要請訪問、随時訪問を行い、幼稚園・小中学校の現状を把握するとともに、教育指導の改善及び充実のために必要な指導及び助言を行う。

活動指標

指標名

計画訪問・同行
訪問・要請訪問・
随時訪問

回

年度

SDGs目標

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

各学校長の各種
訪問についての
評価

学校教育への効果をA（４点），B（３
点），C（２点），D（１点）の４段階で
評価したときの平均点

目標 4.0

予算科目 3 教育指導費

事業経費

概算人件費

特定財源

0.62

1,426

事業費（千円） R1決算額

1,426

0.62

従事常勤職員数

令和２年度 令和３年度 令和４年度

180

有効性

効率性 コストの削減

社会情勢を踏まえても十分なニーズがある

対象者を変更する余地はない必要性

10 教育費 1 教育総務費

説明

説明

市立幼小中に訪問指導を実施した
回数

32,071

30,645

0

0.62

31,191

29,765

今後の取組み
学校の要望を事前に聞き取り、内容を吟味し、指導力の向上に向けた効果的な指導助
言に努める。また、若手教員やリーダー教員の育成に資するよう指導内容を充実させ
ていく。

総事業費

必要性は高い

総合評価

31,872

30,446

0

1,426 1,426

33,248

31,822

0 0

0.620.62

0

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
計画訪問では、教員の指導の改善工夫について、より一層、助言指導の時間の確保が
望まれている。訪問日程等を工夫し、先生方の研修意欲に応えうる指導助言時間を確
保できるようにする。

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市主導による目標実現が図られる

想定どおりのサービスを提供できた

今後の必要性

比較検討した結果、現状が最低の経費である

継続

最小の経費で指標の目標を達成できた

他市事例を検討した結果、当市の人口規模では効率がよいため

1,426

現状維持

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

知・徳・体の調和のとれた幼児・児童生徒を育成するため、市立幼稚園・小中学校を訪問し教職員の指導力の向上を図る。

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

市立幼稚園・学校訪問事業

目標 180 180

事務事業名

0.62

1,426

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

33,248

31,822

0

質の高い教育をみんなに

33,248

31,822

点
4.0

0.00

教育部

指導課

指導係



目標 2 基本 1 分野 2

4

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

11

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（任意）

4.0

実績 4.0 4.0

主体 外部委託・直営 対象・受益者 児童生徒

11

ALTを配置し、学力の向上を図る。

活動指標

指標名

小中学校ALT等
配置事業

人

年度

SDGs目標

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

各学校長の事業
に対する評価

学校教育への評価をA(４点)，B（３
点），C（２点），D（１点）で評価したと
きの平均点

目標 4.0

予算科目 3 教育指導費

事業経費

概算人件費

特定財源

1.44

12,432

事業費（千円） R1決算額

12,432

1.44

従事常勤職員数

令和２年度 令和３年度 令和４年度

11

有効性

効率性 コストの削減

生きた外国語指導の必要性からALT等配置の必要性は高い

対象者を変更する余地はない必要性

10 教育費 1 教育総務費

説明

説明

小中学校に配置したALT等

52,088

39,656

0

1.44

53,150

40,718

今後の取組み
「英語教育のまちづくり」を推進するため、児童生徒、教員、市民を対象とした研修会等
を企画していく。まず、ALTの協力のもと、インターネットを介した海外との英語交流を計
画・実施し、実際の場面で英語を活用する体験を充実させていく。

総事業費

必要性は高い

総合評価

51,244

38,812

0

12,432 12,432

57,790

45,358

0 0

1.441.44

0

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題

小学校高学年における外国語の教科化及び中学年における外国語活動の導入により、本物の英語を学ぶ
機会としてALT配置のニーズは高い。ALT配置により外国語授業の質を担保し、学力の一層の向上を図る
必要がある。派遣のALTについては、１～３年程度で派遣校が変わったり、経験の浅いALTも含まれるた
め、直接雇用ALTを中核としたALTの指導力向上に向けた取組も必要である。また、教員研修を充実させ
るため、学校教育支援員等を継続して採用し、研修会を開催したり、定期的に学校に派遣する必要があ

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市主導により目標実現が図られる

想定どおりのサービスを提供できた

今後の必要性

比較検討した結果，現状が最低の経費である

継続

最小の経費で指標の目標を達成できた

他市事例を検討した結果，効率がよいため

12,432

発展拡大の必要性がある

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

小中学校における外国語教育の改善・充実を図るとともに、国際理解教育の充実を図る。

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

学力向上対策事業（ALT配置事業）

目標 11 11

事務事業名

1.44

12,432

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

1.20 1.20 1.20 1.20 1.20

57,790

45,358

0

質の高い教育をみんなに

57,790

45,358

点
4.0

1.20

教育部

指導課

指導係



目標 2 基本 1 分野 2

4

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

教育部

指導課

指導係

質の高い教育をみんなに

2,792

1,424

％
60

0.18

0.00

1,368

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

0.18 0.18 0.18 0.18 0.18

2,792

1,424

0

発展拡大の必要性がある

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

小中学生に英検受験料の補助をすることにより、児童生徒の英語力及び学習意欲の向上を図る。

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

英語検定料補助事業

目標 500 500

事務事業名

最小の経費で指標の目標を達成できた

先進的かつ効率的な手段である

1,368

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
この事業により年々、児童生徒の英語力及び学習意欲が向上している。
※R2年度の受験者数の減少は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため英語検定が
実施中止となった回があったため。

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市主体の実施により目標実現が図られる

想定以上の実績である

今後の必要性

現状が最低の経費である

継続

今後の取組み
「英語のまちづくり」推進の中心となる事業の1つである。授業で身に付けた力を試す機
会として非常に有効であるため、事業の縮小は困難である。

総事業費

必要性は高い

総合評価

2,194

826

0

1,368 1,368

2,792

1,424

0 0

0.000.00

0

令和２年度 令和３年度 令和４年度

500

有効性

効率性 コストの削減

児童生徒の英語力向上の点から必要性が高い

対象者を変更する余地はない必要性

10 教育費 1 教育総務費

説明

説明

英語検定補助事業を活用して受験
した児童生徒数

2,070

702

0

0.00

2,536

1,168

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

中学３年生の英
検３級以上程度
の生徒の割合

中学３年生の12月現在、英検３級以
上を取得または、３級以上の力を有
する生徒の割合

目標 60

予算科目 3 教育指導費

事業経費

概算人件費

特定財源

0.00

1,368

事業費（千円） R1決算額

1,368

0.00

従事常勤職員数

総合計画の体系

621

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（任意）

60

実績 64.1 52.5

主体 直営 対象・受益者 児童生徒

456

公益財団法人日本英語検定協会が実施する実用英語技能検定（英検）の受験者（小学校5年生～中学校3年生）に対し、予算の範囲内において受験料の半額を補助する。

活動指標

指標名

英語検定補助受
験者数

人

年度

SDGs目標



目標 2 基本 1 分野 2

4

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

3,622

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（任意）

5,000

実績 17,741 15,622

主体 直営 対象・受益者 児童生徒・保護者・学校

4,853

教育相談員が、通室支援・来室面談・学校訪問・家庭訪問を通して児童生徒とその保護者の支援をする。

活動指標

指標名

来室・電話・家庭
訪問相談件数

件

年度

SDGs目標

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

相談件数 対応した相談総数
目標 5,000

予算科目 3 教育指導費

事業経費

概算人件費

特定財源

5.50

20,250

事業費（千円） R1決算額

20,250

5.50

従事常勤職員数

令和２年度 令和３年度 令和４年度

1,000

有効性

効率性 コストの削減

教育的ニーズ及び相談件数は増える一方である

対象者（全児童生徒・保護者）は変更不可必要性

10 教育費 1 教育総務費

説明

説明

児童生徒及び保護者からの相談延
べ件数

20,741

491

0

5.50

20,666

416

今後の取組み
地方自治体は、教育機会確保法において、「学校外での学びの場」の拡充を求められ
ており、今後、環境の整備や人材の確保に努めていく必要がある。

総事業費

必要性は高い

総合評価

20,637

387

0

20,250 20,250

21,045

795

0 0

5.505.50

0

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
不登校やいじめだけでなく、発達障害等の相談も増加傾向にあるとともに、児童生徒だ
けではなく、保護者や学校の教育支援的ニーズは多岐に渡っていることから、相談員ひ
とりひとりの負担が大きくなっている。

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

教育支援センターの運営主体は市町村教育委員会である

受け付けた相談のうち解消した事例があった

今後の必要性

相談件数が増加傾向にあるため

継続

市内全校の支援にあたることができた

本市の取組は先進的な取組である

20,250

さらに拡充する必要がある

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

不登校やいじめなど学校だけでは解決しにくい学校教育上の諸問題の解決に向けて支援する。

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

教育支援センター（スクールサポートセンター）運営事業

目標 1,000 1,000

事務事業名

5.50

20,250

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

21,045

795

0

質の高い教育をみんなに

21,045

795

件
5,000

1.00

教育部

指導課

指導係



目標 2 基本 1 分野 2

8

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

教育部

指導課

指導係

働きがいも経済成長も

15,508

1,008

回
150

1.00

3.00

14,500

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

15,508

1,008

0

現状維持

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

これまでの働き方を見直し、自らの授業を磨くとともに、その人間性や創造性を高め、子どもたちに対して効果的な教育活動を行うことができるようにするため

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

教職員の働き方改革への対応（資料作成・会議等）

目標 ― 2

事務事業名

部活動指導員報酬以外の予算を持っていない

自治事務（義務あり）のため

9,900

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
働き方改革の取組が進み時間外在校等時間の状況が改善傾向にある一方、依然とし
て長時間勤務をしている教師多数存在している。部活動指導員の報酬についてR4年度
は3人分の予算を確保し、外部の人材の参画を図っているが、なり手がいない。

適切

市が推進すべき

おおむね達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市主体の実施により目標実現が図られる

想定通り

今後の必要性

部活動指導員報酬以外の予算を持っていない

継続

今後の取組み

市内小中学校において働き方改革を推進することにより、教職員が心身ともに健康に
勤務できるようにすることは極めて重要であり、今後も教職員の意識改革の促進と、保
護者及び地域への説明・協力依頼などを進めていく必要がある。また、部活動に係る教
師の負担を軽減することは喫緊の課題であることから、部活動指導員の一層の配置促
進を図る。

総事業費

必要性は高い

総合評価

9,900

0

0

9,900 14,500

15,508

1,008

0 0

3.001.00

0

令和２年度 令和３年度 令和４年度

2

有効性

効率性 コストの削減

社会情勢を踏まえても十分なニーズがある

対象者を変更する余地はない必要性

10 教育費 1 教育総務費

説明

説明

働き方改革推進委員会の実施回数

10,079

179

0

1.00

10,195

295

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

80時間／月を超
える教職員数

超過在校時間80時間／月超教職員
数

目標 ―

予算科目 3 教育指導費

事業経費

概算人件費

特定財源

3.00

14,500

事業費（千円） R1決算額

9,900

1.00

従事常勤職員数

総合計画の体系

2

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

200

実績 ― 191

主体 直営 対象・受益者 教職員

―

教職員の働き方改革に向け、推進委員会を設置し、市として取り組むこと、各学校で取り組むことについて話し合い、実践する。

活動指標

指標名

働き方改革推進
委員会の実施

回

年度

SDGs目標



目標 2 基本 1 分野 2

4

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

3

目的

内容

種別 自治事務（任意）

4.0

実績 4.0 4.0

主体 直営 対象・受益者 児童・生徒

3

調査実施に向けた問題作成委員会を組織し、問題を作成・実施する。実施後は学力を把握・分析・課題検証・改善を図る。

活動指標

指標名

問題作成委員会
の実施

回

年度

SDGs目標

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

各学校長の事業
に対する評価

学校教育への効果をA（４点），B（３
点），C（２点），D（１点）の４段階で
評価したときの平均点

目標 4.0

予算科目

事業経費

概算人件費

特定財源

0.00

1,520

事業費（千円） R1決算額

1,520

0.00

従事常勤職員数

令和２年度 令和３年度 令和４年度

3

有効性

効率性 コストの削減

市内小中学校の教育水準の維持向上は今後も必要性が高い

対象者を変更する余地はない必要性

説明

説明

下妻市学力調査問題作成委員会を
実施した回数

1,520

0

0

0.00

1,520

0

今後の取組み
全国学力・学習状況調査の課題改善に向けた動画等を活用し、本県の明らかになった
課題に対して、学習改善を図る必要がある。

総事業費

必要性は高い

総合評価

1,520

0

0

1,520 1,520

1,520

0

0 0

0.000.00

0

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
学力向上の課題は、調査実施教科だけの問題でなく、全職員が役割に応じて取り組む
べき学校全体の課題であるという意識がもてるよう職員の意識改革を図る。

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市が推進すべき事業である

想定通りのサービスを提供できた

今後の必要性

予算を持っていない

継続

予算を持っていない

妥当

1,520

現状維持

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

市内各小中学校の教育水準の維持向上の観点から、市内児童生徒の学力を把握・分析し、学習指導の成果と課題を検証し、その改善を図る。

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

学力向上に関すること

目標 3 3

事務事業名

0.00

1,520

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

0.20 0.20 0.20 0.20 0.20

1,520

0

0

質の高い教育をみんなに

1,520

0

点
4.0

0.20

教育部

指導課

指導係



目標 2 基本 1 分野 2

4

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

4

目的

内容

種別 自治事務（任意）

250

実績 270

主体 直営 対象・受益者 児童・生徒

4

２年に一度、下妻市教育支援委員を組織し、教育支援委員会を実施。特別な教育的支援を必要とする幼児、児童、生徒に対して早期からの一貫した教育支援を行うため対象児の状況について十分な把握を行うとともに慎重な審議を行う。

活動指標

指標名

教育支援委員会
の実施

回

年度

SDGs目標

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

幼児、児童、生徒
数

教育支援委員会の対象となった幼
児、児童、生徒数

目標

予算科目

事業経費

概算人件費

特定財源

0.00

1,520

事業費（千円） R1決算額

1,520

0.00

従事常勤職員数

令和２年度 令和３年度 令和４年度

4

有効性

効率性 コストの削減

教育支援委員会は今後も必要性が高い

対象者を変更する余地はない必要性

説明

説明

教育措置について判断する教育支
援委員会の実施回数

1,520

0

0

0.00

1,520

0

今後の取組み
下妻市教育支援委員会は教育措置について判断する場である。就学に関して客観的
な資料の収集に努め、対象児の状況について十分な把握が必要なことと、保護者との
丁寧な関りが大切になってくるため、慎重に行わなければならない。

総事業費

必要性は高い

総合評価

1,520

0

0

1,520 1,520

1,520

0

0 0

0.000.00

0

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
教育支援委員会は、教育支援委員が一堂に会し、特別な教育的支援を必要とする幼
児・児童・生徒に関する情報交換ができる貴重な場となっている。

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市が推進すべき事業である

予定通りのサービスを提供できた

今後の必要性

予算を持っていない

継続

予算を持っていない

妥当

1,520

現状維持

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

教育支援委員会を通して、特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒を適切な教育的支援につなげる。

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

特別支援教育に関すること

目標 4 4

事務事業名

0.00

1,520

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

0.20 0.20 0.20 0.20 0.20

1,520

0

0

質の高い教育をみんなに

1,520

0

人
300

0.20

教育部

指導課

指導係



目標 2 基本 1 分野 2

4

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

22

目的

内容

種別 自治事務（任意）

4.0

実績 4.0 4.0

主体 直営 対象・受益者 教員

20

授業研究及び研修会を通して、実践的指導力の向上を図ったり、同世代の教員が研修会を通して切磋琢磨し、相互交流の場とする。

活動指標

指標名

各種研修会 回

年度

SDGs目標

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

各学校長の事業
に対する評価

学校教育への効果をA（４点），B（３
点），C（２点），D（１点）の４段階で
評価したときの平均点

目標 4.0

予算科目

事業経費

概算人件費

特定財源

0.00

2,128

事業費（千円） R1決算額

2,128

0.00

従事常勤職員数

令和２年度 令和３年度 令和４年度

25

有効性

効率性 コストの削減

若手教員の育成は今後も必要性が高い

対象者を変更する余地はない必要性

説明

説明

対象となる教員に研修会を実施す
る。

2,128

0

0

0.00

2,128

0

今後の取組み
ベテランの先生が大量退職の時期が続いており、若手教員・中堅教員の指導力向上が
望まれる。そのため若手教員・中堅教員の研修は継続していく必要がある。

総事業費

必要性は高い

総合評価

2,128

0

0

2,128 2,128

2,128

0

0 0

0.000.00

0

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
教員が授業研究及び研修会を通して、実践的指導力の向上を図ることができる貴重な
機会となっている。

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市が推進すべき事業である

想定通りのサービスを提供できた

今後の必要性

予算を持っていない

継続

予算を持っていない

妥当

2,128

現状維持

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

授業研究及び研修会を通して、実践的指導力の向上を図る。同世代の教員が研修会を通して切磋琢磨し、相互交流の場とする。

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

教師力向上のための研修

目標 25 25

事務事業名

0.00

2,128

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

0.28 0.28 0.28 0.28 0.28

2,128

0

0

質の高い教育をみんなに

2,128

0

回
4.0

0.28

教育部

指導課

指導係



目標 2 基本 1 分野 2

4

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

3

目的

内容

種別 自治事務（任意）

3

実績 1 3

主体 直営 対象・受益者 児童・生徒

1

各中学校区ごとに小中連携協議会を設置し、定期的に小中連携のあり方について協議する

活動指標

指標名

小中連携協議会
の実施

回

年度

SDGs目標

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

実施報告の共有
小中連携協議会において、情報交
換・課題解決に向けての取組を協
議する

目標 3

予算科目

事業経費

概算人件費

特定財源

0.00

76

事業費（千円） R1決算額

76

0.00

従事常勤職員数

令和２年度 令和３年度 令和４年度

3

有効性

効率性 コストの削減

小中連携協議会は今後も必要性が高い

対象者を変更する余地はない必要性

説明

説明

小中連携協議会の実施回数

76

0

0

0.00

76

0

今後の取組み
積極的に小中連携を進めるためにも、年度の早いうちに顔合わせを行い、情報交換し
課題解決に向けての取組を協議することが今後も必要である。

総事業費

必要性は高い

総合評価

76

0

0

76 76

76

0

0 0

0.000.00

0

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
小学校から中学校への進学において、新しい環境での学習や生活へ移行する段階で、
不登校等の生徒指導上の諸問題に繋がっていく事態（中一ギャップ）を未然に防止する
役割を十分果たしている。

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市が推進すべき事業である

予定通りのサービスを提供できた

今後の必要性

予算を持っていない

継続

予算を持っていない

妥当

76

現状維持

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

各中学校区における小中学校及び小学校間の連携を推進し、9年間を見通した学習指導及び生徒指導等に努め、学校経営の一層の充実を図る。

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

小中連携推進事業

目標 3 3

事務事業名

0.00

76

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

76

0

0

質の高い教育をみんなに

76

0

回
3

0.01

教育部

指導課

指導係



目標 2 基本 1 分野 2

4

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

0

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（任意）

4.0

実績 ― ―

主体 直営 対象・受益者 児童・生徒

0

小学生英語キャンプ、中学生英語キャンプ等を実施し、英語力向上を図る。

活動指標

指標名

中学生英語キャ
ンプ

回

年度

SDGs目標

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

各中学校長の事
業に対する評価

学校教育への効果をA（４点），B（３
点），C（２点），D（１点）の４段階で
評価したときの平均点

目標 4.0

予算科目 3 教育指導費

事業経費

概算人件費

特定財源

0.00

1,900

事業費（千円） R1決算額

1,900

0.00

従事常勤職員数

令和２年度 令和３年度 令和４年度

1

有効性

効率性 コストの削減

学校で学んだ英語を活用する機会として必要性は高い

対象者を変更する余地はない必要性

10 教育費 1 教育総務費

説明

説明

英国を再現した施設「ブリティッシュ
ヒルズ」において研修を実施する

1,900

0

0

0.00

1,900

0

今後の取組み
「英語のまちづくり」推進の中心となる事業の2つであり、授業で身に付けた力を試す機
会として非常に有効な機会であるため、事業の縮小は困難である。

総事業費

必要性は高い

総合評価

1,900

0

0

1,900 1,900

3,432

1,532

0 0

0.000.00

0

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和元年から3年度まで実施中止となって
いる。

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市主導により目標実現が図られる

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため達成できず

今後の必要性

最小限度の費用しかかけていない

継続

最小の経費で指標の目標を達成できる

先進的かつ効率的な手段である

1,900

現状維持

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

グローバル社会に対応した人材の育成を目指す。

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

英語教育推進事業

目標 1 1

事務事業名

0.00

1,900

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

3,432

1,532

0

質の高い教育をみんなに

3,432

1,532

点
4.0

0.25

教育部

指導課

指導係



目標 2 基本 1 分野 2

4

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

教育部

指導課

指導係

質の高い教育をみんなに

1,520

0

点
4.0

0.20

0.00

1,520

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

0.20 0.20 0.20 0.20 0.20

1,520

0

0

現状維持

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

学校、家庭、地域、関係諸機関の連携を強化し、市内の生徒指導体制の充実を図るとともに、いじめ問題や児童生徒の問題行動、児童虐待の未然防止と早期解消を図る。

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

生徒指導に関すること

目標 3 3

事務事業名

予算を持っていない

妥当

1,520

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題 事業の対象となる家庭や児童生徒が増加傾向にあり、重要な役割を果たしている。

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市が推進すべき事業である

想定通りのサービスを提供できた

今後の必要性

予算を持っていない

継続

今後の取組み
児童生徒の安全安心な生活のために、関係諸機関と連携することが必須であり、事業
の縮小は困難である。

総事業費

必要性は高い

総合評価

1,520

0

0

1,520 1,520

1,520

0

0 0

0.000.00

0

令和２年度 令和３年度 令和４年度

4

有効性

効率性 コストの削減

今後も必要性が高い

対象者を変更する余地はない必要性

説明

説明

生徒指導ネットワーク会議の実施回
数

1,520

0

0

0.00

1,520

0

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

各学校長の事業
に対する評価

学校教育への効果をA（４点），B（３
点），C（２点），D（１点）の４段階で
評価したときの平均点

目標 4.0

予算科目

事業経費

概算人件費

特定財源

0.00

1,520

事業費（千円） R1決算額

1,520

0.00

従事常勤職員数

総合計画の体系

3

目的

内容

種別 自治事務（任意）

4.0

実績 4.0 4.0

主体 直営 対象・受益者 児童生徒・保護者・学校等

4

生徒指導に関わる情報交換と対応策を検討し、小中及び中中、関係諸機関との連携の強化を図る。生徒指導、教育相談に関わる研修会を実施する。問題を抱えている児童、生徒についてのケース会議を開く。

活動指標

指標名

生徒指導ネット
ワーク会議の実
施

回

年度

SDGs目標



目標 2 基本 1 分野 2

4

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

総合計画の体系

1

一般会計

目的

内容

種別 自治事務（義務あり）

1

実績 1 1

主体 直営 対象・受益者 児童生徒・保護者・学校等

1

帰国・外国人児童が多く在籍する小学校に外国人児童生徒支援員を配置し、日本語指導を必要とする児童生徒を支援する、

活動指標

指標名

日本語指導教室
での支援

クラス

年度

SDGs目標

従事非常勤職員数

成果指標

指標名

帰国・外国人児童
生徒連絡協議会へ
の管理職の参加

帰国・外国人児童生徒連絡協議会
に参加した日本語指導教室のある
小学校の管理職の人数

目標 1

予算科目 3 教育指導費

事業経費

概算人件費

特定財源

0.62

1,426

事業費（千円） R1決算額

1,426

0.62

従事常勤職員数

令和２年度 令和３年度 令和４年度

1

有効性

効率性 コストの削減

今後も必要性が高い

対象者を変更する余地はない必要性

10 教育費 1 教育総務費

説明

説明

帰国・外国人児童を支援する日本
語指導教室のクラス数

2,876

1,450

0

0.62

2,876

1,450

今後の取組み
帰国・外国人児童生徒が増加し、学校の多国籍化・多言語化が進む中、外国人児童生
徒支援員の配置は不可欠であり、今後も継続する必要がある。

総事業費

必要性は高い

総合評価

2,876

1,450

0

1,426 1,426

2,876

1,450

0 0

0.620.62

0

費用対効果

手段の妥当性

事業の方針

現状の課題
帰国・外国人児童生徒が増加傾向にあるなか、日本語指導教室の設置、外国人児童
生徒支援員の配置は重要な役割を果たしている。

適切

市が推進すべき

達成できた

削減の余地なし

効果あり

妥当

個別評価

対象の適切性

主体の妥当性

指標の実績

市が推進すべき事業である

想定通りのサービスを提供できた

今後の必要性

現状が最低の経費である

継続

最小の経費で指標の目的を達成できた。

妥当

1,426

現状維持

教育、文化 幼児、学校教育 義務教育

令和４年度　事務事業評価シート（令和２・３年度実績）

日本語指導を必要とする子どもたちが、将来、経済的・社会的に自立し、多国籍化・多言語化した共生社会において、本市と母国の架け橋となるグローバル人財になることができるよう支援する。

実績

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

外国人児童生徒の支援事業

目標 1 1

事務事業名

0.62

1,426

R2決算額 R3決算額 R4予算額 R5予定額 R6予定額

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

2,876

1,450

0

質の高い教育をみんなに

2,876

1,450

人数
1

0.00

教育部

指導課

指導係


